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7）オープンガバンメント・パートナーシップ（Open Govermennt Partnership、OGP）運動 

OGP は 2011 年 9 月に、各国が国民に対して、よりオープン（open）で、責任を取り(accountable)、応答

する(responsive)政府を作るために国際的なプラットフォームを Brazil, Indonesia, Mexico, Norway, 

Philippines, South Africa, United Kingdom, United States の 8 カ国と Africa Center for Open Governance 

(Kenya), Instituto de Estudos Socioeconômicos (Brazil), Instituto Mexicano para la Competitividad 

(Mexico), International Budget Partnership (international), MKSS (India), National Security Archive (U.S.), 

Revenue Watch Institute (international), Transparency and Accountability Initiative (international), and 

Twaweza (Tanzania)の市民団体で立ち上げた。 

このグループが最初に参加資格の国家行動計画（OGP Action Plans）を提出した。続いて 2012 年 4 月

に Canada, Colombia, Peru, El Salvador, Honduras, Paraguay, Chile, Uruguay, Tanzania, Kenya, Jordan, 

Turkey, Azerbaijan, Greece, Bulgaria, Romania, Ukraine, Albania, Montenegro, Italy, Macedonia, Croatia, 

Czech Republic, Slovakia, Latvia, Lithuania, Estonia, Sweden, Denmark, Spain, South Korea. Argentina, 

Ghana, Liberia, Hungary, Netherlands, Finland の第二グループが参加した。そして 2014 年４月に Australia, 

France, Mongolia, Tunisia, Malawi, Sierra Leone, Serbia and Ireland joined in April 2014 の第三グループが

参加した。そして現在は参加国は図 1 に示すように 65 ヶ国となっている。 

 

図 1 OGP 参加国 

 OGP 参加国は国家行動計画（National Action Plan、NAP)を市民団体と協働で作成する。行動計画は透

明（transparency,）、参加（participation）、協働（ accountability ）,、技術イノベーション（technological 

innovation）の項目について 2 年以上の計画でなければならない。 

1.国家行動計画報告書作成 

 報告書の構成は1）初めに（Introduction）、2）OGPを達成した成果（Open Government efforts to date）、

3）行動計画作成プロセス（NAP Development Process）、4）OGP実施事業計画（OGP Commitments）

の４項目となっている。 
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実施事業計画は表1の様式で作成することになっている。 

          

 

             表1 OGP実施事業計画 

2.国民のコンサルテーション 

 

3.日程計画 

2014年から参加国は2年ローテーションのNAPを作成している。これは、新しいNAPは現行のNAPが終わ

る６ヶ月前から原案をOPG支援ユニット（市民参加団体、IRM）と協働で作成することになる。そして、２つ

の自己評価とIRMを作成することになる。最初の年は原案に対して、最後の年は成果に対して作成する。

参加国は偶数年と奇数年の２つに分かれて日程計画を作成する。表2は偶数年グループ（39カ国）の日

程計画（2015.1-2019.6.）である。 

 
    表2 偶数年グループの日程 

NAPと自己評価報告の完了はOGPサイトにアップロードすることである。両報告が遅れたらIRMで報告し

なければならない。その遅れる期限は６ヶ月である。 

 

4.実績 

ロンドンサミット以来、34のNAPが完了した。そして図2に示す事業項目で500事業を超えるオープンガバ



3 

 

3 

 

ンメント行政改革が行われた。各国のNAP事業をまめると以下のようになる。 

1）住民参加 

公共財とサービスの提供、横領、贈収賄や脱税をチェックする。政策は内部告発者の保護、オンブズマン

のオフィス、監査を可能にした。多くの国が住民参加の目的は調達の透明性、人事プロセスを改善するで

ある。一部の国では、金融システム、議会議事録、キャンペーンの資金調達へのコミットメントまで拡大し

ている。 

2）内部統制 

整合性は、効果的なガバナンスの基本である。 内部統制は腐敗との闘い、行政サービスの向上を確実

にする。特に財務システム、議会の進行状況、キャンペーン融資を監視する。これらは市民への説明責

任の向上に寄与する。 

3）情報公開 

情報公開法（Freedomof Information Acts 、FOIA)の実施を支援し、市民の知る権利を促進した。OGP

参加国は政府がより効果的にFOIAを実施するプロセスを合理化した。 

4）財務透明性 

OGPは税、公共の支出、公的資源の管理、補助金などの透明性を大きく高めた。そして、お金に関しする

詐欺、汚職、廃棄物を減らした。 

5）公共サービス 

最近、多くの政府が行政サービスを市民により対応するように改善した。情報技術はそれを加速させた。 

6）採取産業透明性 

石油、ガス、金属、ミネラルなどの管理をさらに強化して、政府への納金、政府の財務などの透明性を強

化した。これは採取産業透明性イニシアティブ（Extractive Industries Transparency Initiative：EITI）に沿っ

た運動となった。 

7）オープンデータ 

政府が持っている情報を市民が利用できるように公開することは、OGPの中核事業となっている。政府

がもっと意味のある情報を公開し、プライバシー、機密性、セキュリティの保護を向上させ、市民のイノベ

ーション、モニター、参加を起こすようにOPG事業は展開している。OGPに新たなコミットメントとして、グ

ローバルなデータセットをより多くの、タイムリーに提供することが示された。 

4.現況 

ＯＰＧは、現在参加している６５ヶ国の2015年５月のＮＡＰの数が、図3のように100事業数となった。  

 さらに今年後半には、20以上の参加国が新しい計画を公表する予定である。そして最も成果を上げた

事業は住民参加であった。図3 

 

参照：Ｎｅｗｓ Ｌｅｔｔｅｒ http//www.opengovpartnership.org/newsletter 
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     図2 ＯＧＰの事業項目 
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